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１ 
 

平成２５年度「教育行政に関する事務の管理及び執行状況の点検評価」実施要綱 

 

１．趣旨 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改正（平成19年6月27日）（下表

参照）により、平成20年4月から、全ての教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管

理、及び執行状況について点検及び評価を行い、報告書を作成し、議会に提出すると共に

公表することが義務化された。 

 

（参考） 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

第２７条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事

務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により事務局職員等に委任された事務を含

む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の

活用を図るものとする。 

 
２．報告及び公表の時期、方法 

１）町議会（９月）において、点検・評価報告書を配布する。  

２)同時に、 一般への公表は、図書館等での縦覧の他、斜里町教育委員会ホームページへ

の掲載により行う。  

 

３．点検・評価の主体及び方法 

１）教育委員会の４課、館（生涯学習課・公民館・博物館・図書館）において、自己評価を

記載し、町教育委員会が決定する。 

２）評価の方針は、現在実施している事業の今後の改善の余地について検討し、さらに事

業の今後の方向性についてまとめる。 

３）評価方法は、それぞれの事業の「反省・課題」を重点的に行い、記載する。 

 

４．学識経験を有する方々からの意見（知見の活用） 

 １）本報告書の作成においては、社会教育委員（10名）の方々から点検・評価の内

容に対してご意見をいただき、客観性を確保した。 
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平成 25 年度 教育委員会議の開催状況（議決・協議・報告等を記載） 
 

回 数 開 催 日 内       容 

25 年 
第 4 回 

4 月 24 日 

① 斜里町就学指導委員会委員の選任（補充）について 

② 斜里町立小中学校教職員の人事異動による任命内申について 

③ 斜里町学校給食センター運営委員会委員の選任について 

④ 斜里町社会教育委員の選任（補充）について 

⑤ 斜里町公民館分館長及び主事の推薦（補充）について 

⑥ 斜里町スポーツ推進委員の選任に（補充）について 

⑦ 斜里町発掘事業従事者の任用に関する規則の制定について 

25 年 
第 5 回 

5 月 29 日 

① 平成 25 年度準要保護児童の認定について 

② 斜里町社会教育委員の選任（補充）について 

③ 斜里町学校給食センター運営委員会委員の選（補充）について 

④ 平成 25 年度一般会計補正予算への意見を求めることについて 

25 年 
第 6 回 

6 月 26 日 
「協議」 

① 学校給食における食物アレルギーへの対応について 

② 学力向上に関連する取組状況について 

25 年 
第 7 回 

7 月 24 日 
① 平成 25 年度準要保護児童の認定（追加）について 

 

25 年 
第 8 回 

8 月 28 日 

① 平成 25 年度一般会計補正予算への意見を求めることについて 

② 平成 24 年度「教育行政に関する事務の管理及び執行状況の点検・

評価」の作成について 

③ 平成 25 年度準要保護児童の認定（追加）について 

25 年 
第 9 回 

9 月 25 日 
① 斜里町教育委員会委員長の選挙について 

② 斜里町教育委員会委員長職務代理者の指定について 

③ 平成 25 年度準要保護児童の認定（追加）について 

25 年 
第 10 回 

10 月 31 日 
① 斜里町博物館管理運営規則の一部を改正する規則について 

25 年 
第 11 回 

11 月 27 日 
① 平成 24 年度一般会計補正予算への意見を求めることについて 

 

25 年 
第 12 回 

12 月 18 日 

① 斜里町立峰浜小学校の閉校について 

② 斜里町学校設置条例の一部を改正する条例について 

③ 斜里町小学校、中学校通学区域規則の一部を改正する規則につい

て 

④ 斜里町スポーツ審議会に諮問することについて 
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⑤ 平成 25 年度一般会計補正予算（1月臨時議会）への意見を求める

ことについて 

26 年 
第 1 回 

1 月 27 日 

① 平成 26 年度就学予定者への入学期日等の通知及び学校の指定に

ついて 

② 町立学校卒業式、入学式での教職員の不起立等に対する対応につ

いて 

③ 通学区域外就学の承認について 

④ 社会教育委員設置条例の一部を改正する条例（案）への意見を求

めることについて 

26 年 
第 2 回 

2 月 12 日 

① 平成 26 年度教育行政執行方針について 
② 斜里町小学校、中学校通学区域規則の一部を改正する規則につい

て 
③ 平成 25 年度一般会計補正予算への意見を求めることについて 
④ 平成 26 年度一般会計予算への意見を求めることについて 

26 年 
第 3 回 

3 月 26 日 

① 斜里町学校給食センター運営規程の一部改正について 

② 斜里町立小中学校教職員の人事異動による任命内申について 

③ 斜里町教育委員会事務局職員の人事発令について 

④ 斜里町教育委員会指導主事の任命内申について 

⑤ 斜里町就学指導委員会委員の選任について 

⑥ 公民館運営審議会委員の選任について 

⑦ 斜里町図書館協議会委員の選任について 

⑧ 斜里町スポーツ推進委員の選任について 

⑨ 斜里町博物館協議会委員の選任（補充）について 

⑩ 第 4次斜里町生涯学習推進計画（斜里町教育推進計画）の策定に

ついて 

⑪ 斜里町スポーツ推進計画の策定について 

⑫ 平成 25 年度準要保護児童の認定（追加）について 
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【テーマ設定・協議事項／町内教育施設等訪問】 
 
開 催 日 概要 内       容 

4 月 24 日 教育施設視察調査 「朝日小学校」の授業参観を行い、朝日小学校の学力向上の

課題と取組状況等について説明を受けた。 

5 月 29 日 教育施設視察調査 「斜里小学校」の授業参観を行い、斜里小学校の学力向上の

課題と取組状況等について説明を受けた。 

6 月 27 日 教育施設視察調査 「斜里中学校」の授業参観を行い、教務担当者から学校改善

プランについて、校長、教頭から学力向上の課題と取組状況

及びキャリア教育の強化等について説明を受けた。 

7 月 24 日 教育施設視察調査 「博物館特別展」を視察し、津軽藩士殉難に関する歴史や特

別展開催の趣旨などについて説明を受けた。 

8 月 29 日 協議事項 小学校適正配置計画について協議を行い、朱円、以久科、川

上小学校 3校同時に説明をすることを確認した。 

9 月 25 日 協議事項 斜里町学力向上推進計画の内容について協議を行い、基本的

事項について承認を得た。 

10月31日 教育施設視察調査 「新図書館建設現場」を視察した後、「斜里高等学校」の授

業参観を行い、魅力ある学校づくりへの取組等について説明

を受けた。 

11月27日 教育施設視察調査 
協議事項 

「川上小学校公開研究会」に参加した。 
社会教育法の改正（社会教育委員の選出区分）による条例の

一部改正を 3月定例議会に提出することについて協議した。 

12月18日 協議事項 生涯学習推進計画の概要について協議した。スポーツ推進計

画をスポーツ審議会に諮問することについて協議した。新年

度予算重点事業「子育て・人づくり事業」について説明し、

協議した。町長との懇談会を実施した。 

1 月 23 日 
協議事項 平成 26 年度教育行政執行方針（案）について協議し、承認

した。 

2 月 12 日 
協議事項 平成25年度卒業式及び平成26年度入学式の出席委員の対応

について協議し、確認した。 

3 月 26 日 
協議事項 平成 26 年度の学校教育における重点事項について協議し

た。 
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平成 25 年度 教育委員の活動状況（教育委員会議、教育長事務を除く） 

 

Ｎo 月  日 活 動 内 容 場  所 

１ 4 月 8日 町内小中学校入学式（長谷川・石崎・室本・西原） 各小中学校 

２ 4 月 8日 斜里高校入学式（長谷川） 斜里高校 

３ 6 月 6日 ｵﾎｰﾂｸ管内教育委員会協議会総会/研修会（長谷川） 網走市 

４ 6 月 2日～6月 16 日 町内小中学校運動会 各小中学校 

５ 6 月 19 日～21日 定例町議会（長谷川・石崎） 総合庁舎議場 

６ 6 月 27 日 

網走ブロック教育委員会協議会総会/研修会 

（長谷川・石崎・室本） 
大空町 

７ 7 月 10 日～11日 

道内研修（網走市教育推進会議） 網走市 

北海道市町村教育委員研修会 

（長谷川・石崎・室本） 
札幌市 

８ 7 月 26 日 津軽藩士殉難慰霊祭 慰霊碑前 

９ 9 月 18 日～20日 定例町議会（長谷川） 総合庁舎議場 

10 9 月 24 日 竹富町教育委員・斜里町教育委員意見交流会 役場大会議室 

11 10 月 19 日～11月 17 日 町内小中学校学芸会及び文化祭 各小中学校 

12 11 月 3 日 町顕彰、町長・体協会長・文連会長表彰式 ゆめホール知床 

13 12 月 4 日 ｵﾎｰﾂｸ管内教育委員大会（長谷川・石崎・室本・西原） 網走市 

14 12 月 11 日～13日 定例町議会（長谷川・石崎） 総合庁舎議場 

15 12 月 18 日 

定例教育委員会議において町長と教育委員の懇談会 

（長谷川・石崎・室本・西原） 
総合庁舎応接室 

16 1 月 12 日 斜里町成人式 ゆめホール知床 

17 3 月 4日～17 日 定例町議会（長谷川・石崎） 総合庁舎議場 

18 3 月 15 日～22日 町内小中学校卒業式（長谷川・石崎・室本・西原） 各小中学校 



１　教育委員会総務

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

教育委員会議の開催

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」
に基づき、その権限に属する業務の議決、管理
及び執行状況の確認等のため、会議を開催し
た。（前段ページに内容を掲載）

教育委員の学校訪問
学校および社会教育施設の視察を行い、現場職
員と懇談をする中でより具体的に課題を把握す
るよう努める。

生涯学習推進計画の策定
　第6次斜里町総合計画を基盤として、斜里町の教
育全体にかかる中期計画として「第4次斜里町生涯
学習推進計画」の策定を行う。

推進体制の整備
　推進計画に基づき学校教育・社会教育の連携を
強めるための体制づくりを目指す。

「生涯学習・活動情報」「おじろ通信」
による学習情報の提供

「おじろ通信」　A4判10ページ、年12回発行
「生涯学習・活動情報」　 年1回（6月）発行

「斜里町教育委員会」のホームページ
開設による学習情報の提供

町民が見たいときに見られる生涯学習情報の提
供。

生涯学習講師データバンク事業の充
実

20の団体・個人を講師として登録し、全町への広報
折込、関係者への配布を行った。

社
会
活
動
振
興
バ
ス
の
運
行

社会活動振興バスの運行
社会教育、学校、町長部局のほか、社会教育・体育
団体、まちづくり団体等313件約35,956kmを運行
し、のべ9,402人が利用（H25実績）

教
育
委
員
会

会
議
及
び
活
動

生
涯
学
習
の
総
合
的
な
推
進

学
習
情
報
の
提
供

生
涯
学
習
の
推
進
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点検・評価 課題

毎月１回の定例会、及び臨時会としているが、
会議の頻度としては適正と判断する。また毎月
テーマを決めた討議の時間を設定し、より深い
議論につなげることができた。

　さらに具体的な情報収集による課題の把握が
必要であり、学校や社会教育施設等の訪問の
他、情報公開など教育委員会が活性化するため
の検討を進める。

平成24年1月から会議前の小中学校、社会教育
施設訪問を始めており、ハード的、ソフト的な
実情把握につなげている。

　今後も継続して訪問の機会を設け、学校・社
会教育施設などの現場課題を把握し、その対応
に結びつける。

総合計画の教育分野における議論、および社会教
育委員をはじめとした各委員の協議を踏まえ、従前
以上に町民参加を得て策定することができた。

今回の計画を踏まえた事業推進について、定期的
に点検・評価を行い着実な推進を図ることが重要で
ある。

　生涯学習課に社会教育主事2名体制をとることが
できた（人員増減はなし）。総務係を軸として「おじろ
通信」の発行について社会教育機関の横断的な協
議を行っている。

　各課共通の重要課題として、「家庭や地域の教育
力の向上」があり、横断的に、計画的に推進してい
く必要がある。

生涯学習情報を広く町民に伝え、学習環境を醸成
するためにどちらも必要不可欠な事業である。町民
の主体的な学習活動に対し、重要な役割を担って
いる。また、学校情報ページでは、各学校の特色あ
る取組みを紹介することを通して、教育への関心を
高めることを目指した。

各課・館でページを担当しているが、今後も掲載方
針について統一し確認していくことが必要。学校情
報ページについては、今後も学校の取組み等を通
して子どもたちの抱える課題等を地域へ発信し、地
域への教育の関心を高める紙面づくりが求められ
る。
生涯学習・活動情報については、登録者数の減少
により、紙面の工夫が必要と思われる。

「おじろ通信」をはじめ、「生涯学習推進計画」「教育
行政の点検評価」などの情報を随時町民に公開す
るようにしている。

　町民の求める生涯学習情報を常に更新し、町民
の中に定着させていくことが今後の課題。

「生涯学習・活動情報」と合わせて調査を行った。学
校の総合的な学習や、分館講座等での活用が行わ
れていると考えられるが、講座等依頼の際、教育委
員会が仲介するシステムとしていないことから、利用
実績は不明。

　生涯学習・活動情報と内容が重複する部分がある
ことから、効率化に向けた検討を行う。掲載する内
容を精査、統一することで町民が利用しやすい誌面
を作ることが必要。
また、講師の高齢化等により登録団体・講師が減少
している。

生涯学習・生涯スポーツの機会を幅広く提供してお
り、様々な社会活動を実施する上で不可欠な制度と
して定着している。

財政的な理由から、平成17年度に制度変更し、団
体によって利用回数・運行km数を抑える措置を
行っているものの各団体の利用形態やニーズが多
様化している。具体的には、①団体区分（学校、ス
ポーツ少年団、各種団体）②運行キロ制限（中央都
市への参加困難）、③回数制限（年1回基本）などに
対しての制限緩和の要望が大きい。より有効な利用
が得られるよう、制度の見直しに向けた検討が必要
である。
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１　教育委員会総務

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

斜里町青少年健全育成町民総ぐるみ
運動推進協議会との連携

町民体育の日（ハマナスマラソン含む）、子ども冬ま
つり「しゃりっこらんど」を開催し、健全育成に寄与す
る。

児童生徒の安心安全な環境づくり
夏・冬休み前に、地域保護者向けに青少健だより発
行。町内91ヶ所の「子ども安心ハウス」による見守り
運動の推進、青色回転灯によるパトロールを開始。

教
育
長
奨

励
賞
の

授
与

教育長奨励賞の授与
文化体育に関する競技大会等で全道大会出場等
優秀な成績を収めた青少年に奨励賞を授与してい
る。

教
職
員
住
宅

の
整
備

教職員住宅の整備
教職員住宅122戸の施設管理。入退去の管理の
他、設置者負担分の修繕発注等。

社
会
施
設
の

管
理

社会施設の管理
閉校した小学校（来運・越川・三井）、および母と子
の家の管理・運営

教
育
財
産
の
管
理

青
少
年
の
健
全
育
成

町
民
総
ぐ
る
み
活
動
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点検・評価 課題

町民体育の日では全ての小学校の参加を中心に、
922名が体力・健康づくりに取り組んだ。しゃりっこら
んどは斜里小学校を会場に開催。約400名の子ども
たちの参加を得た。昨年度に引き続き「青少年の主
張」を開催した。

活動への参加組織が一部にとどまり、実施体制が
保てなくなっていることから、組織体制および実施
事業の見直し時期となっている。安全安心活動等
の社会的な要請を鑑み、研修会の実施等を視野に
入れていくことが必要である。

「子ども安心ハウス」も開始から13年が経過し、設置
件数の減少や設置個所の確認、新規協力者の呼
びかけ等の課題を持つ。また、各所に設置した非行
防止看板についても内容の更新等が必要。

「子ども安心ハウス」設置業者・住宅への再確認作
業、町内の危険個所調べ等の実施が必要である。
青色回転灯車についても、協力者の減少に伴い、
新規協力者の呼びかけが必要である。また、児童・
生徒の携帯電話・インターネット利用に関わるメディ
アリテラシーや情報モラル啓発などの現代の問題に
即した新たな取り組みが求められる。

H25年度は38件（35個人,3団体）に対して授賞。
表彰集約を2回（8月・3月）としている。

授賞件数が非常に多くなっていること、様々な大会
があり該当基準の見直しが必要である。

老朽化著しい住宅が多くなっており、悪環境に居住
する教職員が多い。教職員住宅整備計画を策定
し、新規借上げ（2戸）を開始した。Ｈ25年度に青葉
アパート８戸を取り壊し、26～27年度に８戸分借上
を予定。

老朽化による修繕費維持管理費のコスト上昇

学校統合による空き住宅の維持管理の必要性、今
後の活用方法を検討（普通財産化、売却、取り壊し
等）

　来運・越川の両施設では老朽化が進行していると
ともに、利用件数も減少してきている。また母と子の
家については、自治会の会館として以外の利用が
ほぼない状態。

老朽化による修繕費・維持管理費のコスト上昇
社会教育施設としての必要性を考慮し、施設の今
後のあり方を含めた全町的な検討が必要。避難所と
しての指定はされているが構造的に安全性の確保
が難しいため、施設の閉鎖・休止を検討（普通財産
化、売却、取り壊し等も含む）

9



２　学校教育

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

斜
里
中
学

校
の
整
備

斜里中学校の校舎、屋体の改修及び
外構・グラウンドの整備

H21→耐震診断を実施。H22→校舎・屋体の耐震
補強等の工事に伴う実施設計。H23→屋体改築工
事。H24～H25校舎等耐震補強・H26旧給食棟改修
工事を予定。

学
校
施
設
の

耐
震
化 学校施設の耐震化

東日本大震災をふまえ、「学校施設の安全性確保」
が大きな課題となっている。国はH27年度までに公
立学校施設の耐震化を完了させる目標を定めてお
り、これに沿った対応が必要となっている。

小
学
校
の
再
編
統

合

小学校を適正規模に再編統合
H21.10月に「斜里町立学校適正配置計画」を策定
し、これに基づき順次地元協議をすすめ、合意に
沿って適正規模への統合を進める。

児
童
生
徒
の
安
全

対
策

学校内外での不測の事態への対応

各校での校内危機管理訓練等の実施、及び不審
者、不審電話等への対応の指導。
また、斜里町の行う情報提供システムによる不審者
情報の一般町民への情報周知。

学力向上対策の実施

町内小中学校の学力の低さが大きな課題となって
おり、特にいわゆる低学力層の児童生徒の支援に
向けて、道教委との連携や、町教委独自施策の実
施、学校体制の整備などに取り組む。

英語指導助手の配置 AET（英語指導助手）による英語指導

体験的授業の実施

社会の変化の中で子どもたちの直接体験の機会が
減少し、子どもたちの多様な体験活動の充実を図る
ことが求められている。そのため、総合的な学習の
時間などを通して体験的授業が必要とされている。

情報活用能力の育成
パソコン情報授業の実施。パソコン研究団体（セ
デック）への助成

学校２学期制の実施
学校2学期制の導入による、授業時数の確保や子
どもたちと関わる時間の確保。

道
徳
教
育

道徳教育の充実 道徳授業の校内研究、一般公開の実施。

教
育
施
設

、
環
境
の
整
備

教
育
内
容
の
充
実

教
育
内
容
の
充
実
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点検・評価 課題

H25年度に校舎改修工事を終了。H25年度繰越事
業（工事実施はH26年度）として旧給食棟改修に向
けた予算化および工事内容の決定を行った。

H26旧給食棟改修実施に向けた具体的協議を行
い、工事実施。今後、H27年度の外構整備、その後
早期のグラウンド整備を予定しているが、これに向
けた具体的な調査・検討が必要となっている。

耐震性が十分でないとされる朱円・川上小学校に
ついては、「斜里町立学校適正配置計画」に沿って
統合による校舎建物の不使用化を検討し、地域と
協議を行った。

「学校適正配置計画」の推進に伴う課題の協議・解
決が必要となっている。

「斜里町立学校適正配置計画」に基づき、H26年度
に教育委員会で朱円・以久科・川上の3校の統合に
関する方向性を定め、各校のPTAと協議を行った。

統廃合後の児童生徒の通学手段の確保、学童保
育の実施方法の検討、統合先となる学校の教育内
容について要望が出されており、継続して協議を行
う必要がある。

教育委員会としてはH25年度は町内における不審
者情報はなく情報提供システムでの配信はなかっ
た。斜里中学校では危機対応指導講習を実施。

不審者等の緊急時の警察との連絡体制の確立が
求められる。また自然災害を想定した初動マニュア
ルの作成や学校での避難所開設の準備や確認が
必要。
各学校でのヒグマ対策学習の理解浸透や危機意識
の訓練指導の継続。

従来行ってきた町教委独自の施策である
・少人数学級の実現のための臨時教員の配置
・特別支援講師の配置(３名）によるチームティーチ
ング授業等の実施。
・学校公開研修会開催助成金の増額　に加えて、4
月から教委に指導主事を配置し、各学校との連携
を強化したほか、「国語・算数教室」の実施など道教
委事業も積極的に活用した。また、10月に「学力向
上推進計画」を策定し、12月から学力向上推進委
員会を設置。各校の一般教諭を含めた委員による
学校での指導方法の検討や生活改善に向けた取り
組みの情報交換などを行った。

「学力向上推進計画」に基づき、各学校での積極的
な取り組みの推進と支援体制の整備を行う必要が
ある。特に放課後や長期休業中の補習的な授業の
実施や、公開授業など教員の指導力向上に向けた
取り組みなど、学校でも学力向上の取り組みを強化
しており、教育委員会としても町独自の人材の配置
など、引き続き学校への支援を強化することが重要
である。
　合わせて、調査からは各家庭での生活習慣の乱
れが懸念されており、学校・PTAとも連携し、改善に
向けた情報提供や啓発に取り組む必要がある。

従来、民間事業者への委託方式により、AETを配置
していたが、震災等の影響で支障が出たことから、
H23年度より町内在住者を英語指導助手として配置
し対応を図った。
Ｈ25年度より配置となった、巡回指導教諭(英語)と
連携し、英語教育の充実を図った。

安定した指導を確保するためにも、継続雇用や身
分等諸条件の整備、各種研修会へ参加機会の確
保が必要である。

各校で総合的学習の時間等に地域の自然や産業
と連携した活動に取り組んでいる。特に斜里中学校
の将来を見据えたキャリア学習や、朝日小の福祉を
軸とした取り組みなど学校としても系統的な取り組
みが生まれている。

地域の外部講師の協力を得る授業が増加してお
り、予算化および、講師料の基準を整理する必要が
ある。

各校では、調べ学習、ホームページやブログの作
成などに活用。また授業での情報機器の活用に向
けてセデックによる教職員向け研修の実施。

学校により、また教員により情報機器の活用頻度の
差が大きいため、より一層の研修の充実が必要。

H20年度の実施から6年が経過し、制度として定着
している。

学校からは指導上の余裕が生じることなどが評価さ
れており、また保護者からの変更の要望等はないこ
とから、定着してきている。

道徳授業の一般公開を参観日等を活用して実施し
た。
また、道徳推進教師が各学校に位置づけされてお
り、道徳活動の推進を図った。

引き続き、一般公開の実施を進めるとともに、全教
育活動における道徳活動の充実を図る必要があ
る。また、心の教育や道徳規範力･行動面は家庭と
の連携が必要である。

11



２　学校教育

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

特別支援教育の実施
校内委員会の設置
特別支援員の配置（H25　9名配置）

特別支援にかかるネットワークづくり
特別支援連携協議会の開催を通しての、学校間、
教育・福祉のネットワークの構築。

スポーツ大会等派遣支援
小中学校におけるクラブ活動の推進及び大会遠征
等の助成（9,308千円）を行い、スポーツおよび文化
の振興を図る。

健康教育の推進及び健康管理

児童生徒及び教職員の健康診断の実施、 適正な
健康管理の推進及び指導。
児童生徒のむし歯予防・歯と口腔の健康づくりの観
点から、「フッ化物洗口」を導入。

学校評議員 学校評議委員会の設置（委員24名委嘱）

学校評価の充実
学校評価の実施。校下、校内アンケート実施してい
る。

郷土学習の推進 総合的な学習の時間を活用し、郷土学習を実施。

社会科副読本「しゃり」を活用した授業
の充実

郷土学習の推進を図るため、社会科副読本「しゃ
り」を3・4年生の授業で活用している。

遠距離通学児童生徒の運賃支給

①定期路線バス利用生徒・・定期券を支給
（対象児童生徒 24名 H25）
②自家用自動車利用の児童生徒・・通学に対する
実費支給
（対象児童生徒  7名 H25）

スクールバスの運行
遠距離通学生の通学手段の確保
（３路線：対象生徒児童 64名 H25）

就
学
援
助

要保護、準要保護家庭への支援
義務教育就学の支援の実施
（対象児童生徒 115名 H25）

通
学
対
策

開
か
れ
た
学
校

経
営

郷
土
学
習
の
振
興

教
育
内
容
の
充
実

就
学
対
策

　
健
康
教
育

特
別
支
援
教
育
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点検・評価 課題

支援の必要な児童生徒数が増加傾向にあるため、
昨年度同様の支援体制を維持した。（H25　9名体
制）
特別支援員の研修を開催した。

支援の必要な児童数が増える傾向にあり、今後、特
別支援員の業務内容や校内体制の確立、人員の
確保、が必要である。また、研修の開催や派遣を通
じ、支援員の知識・技術の向上や情報交流等を図
ることも重要となる。

特別支援連携協議会を開催し、学校、福祉・教育の
枠を超えた協議を行い、講演会を開催した。全国的
にも位置づけが大きく変わりつつある分野であり、ま
た児童・生徒のトラブルの一要因となっているケース
もあることから、各機関との連携を一層密にし、課題
を解決していく必要がある。

小中学校、福祉はもとより、大谷幼稚園、斜里高
校、保護者等とも連携しながら個別の支援計画の
策定に着手し、就学前から高校までの一貫した適
切な支援教育に向けての連携体制の構築を図る。
また、そのために網走養護学校とも連携を深め、相
談・協議の機会を設けることが重要、また、講演会・
研修会の継続的な開催も必要となる。

公費負担の原則は保ちながらも、出場方法の検討
等により、経費の削減が求められる。

保護者負担に配慮しながら、経費の抑制に向けて
一部制度見直しの検討が必要である。

再検査の必要な教職員及び児童生徒への指導対
応を図った。
各機関と協議、連携を図り、平成24年11月下旬より
順次「フッ化物洗口」を開始した。
平成26年3月上旬には、町内全小中学校での「フッ
化物洗口」実施に至っている。

充実した健康診断体制の維持・管理の継続。
学校保健安全法施行規則の改正が、平成28年4月
に行われるため、改正に伴う各種様式の変更等、準
備・検討が必要である。
今後「フッ化物洗口」を継続実施していく中で、効果
の検証及び各学校間での情報交流を定期的に行う
必要がある。

総合的学習の時間を活用して、自然や農業、歴史
学習、地域行事への参加等による体験的郷土学習
を実施している。

授業時数の確保。地域の人材や資源の活用を図
る。また、幼・小・中・高校の一環した連携教育を通
して「ふるさと郷土学習」の推進が求められる。

小学校３、４年生の社会科の授業で活用され、今後
の郷土学習充実の観点から更なる活用が必要であ
る。

　平成25年度に【副読本「しゃり」編集委員会】により
改定作業を行い、平成26年度から使用開始となっ
た。次回改訂は平成31年度から使用するもので、改
訂作業は、2年程度の改訂期間を設ける必要があ
る。

経済的支援を必要とする保護者が増加傾向にある
中、保護者の負担軽減に努めている。
平成25年度より、「ＰＴＡ会費」・「生徒会費」を新た
に追加し、援助費目の充実を図った。

生活保護基準額の見直しが、平成25年度～平成27
年度の間に段階的に実施されるため、その影響が
及ばないよう対応が必要である。

全学校に学校評議員を配置し、貴重な提言をいた
だいている。また、全学校において年度中に2～3回
学校評価を実施し、学校関係者評価も行っている。
教育委員による学校授業等の視察も行われてい
る。

学校関係者評価の質の向上を図 るり学校経営の改
善材料とする。

遠距離通学児童への通学手段の確保を図った。新
入学児童が登校する際に不安を与えないよう、登校
初日に教育委員会職員がスクールバスへ添乗し不
安解消に努めた。
新１年生の入学に合わせ、停留所の新設・運行路
線の一部変更を行った。

「学校適正配置計画」の推進による、今後の学校統
廃合の進捗状況に応じ、保護者及び地域のニーズ
に応じた通学手段の確保、新路線の検討が必要で
ある。
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２　学校教育

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

研修の充実 各種研修会への参加を実施している。

校内研修への支援
校内研究会の推進及び支援
公開研究会への助成
町教育振興会への助成

学校全体で指導する体制の確立
指導体制の組織作り及び「問題行動記録ファイル」
等を活用し、諸問題の調査の実施及び資料の蓄積
を図った。

相談体制の充実
スクールソーシャルワーカー（SSW)の配置
校内相談体制の整備
生徒指導連絡協議会での情報交換

ふ
る
さ
と
留
学
の
推
進

ふ
る
さ
と
留
学
の
推
進

ふるさと留学の推進 留学家庭への支援。推進協議会への助成。

私
学
振
興
へ
の

支
援

私
立
幼
稚
園
の

経
営
助
成 運営費の支援

大谷幼稚園に対する運営費の助成を行っている。
H25→7,856千円

学
校
運

営
の
支

援

専門職講師の派遣 社会教育機関からの講師派遣（11回）

地
元
高
校
へ
の

進
学
促
進 斜里高校の活動振興支援

斜里高等学校振興会が設立（21年度）され、支援窓
口を一本化している。
高校の間口維持対策として町外生徒へ通学費の助
成を行った。(41名）H25→2,370千円

教
職
員
の
資
質

向
上

、
指
導
体
制

の
確
立

高
校
教
育
の
振
興

教
職
員
の
資
質

向
上

、
指
導
体
制

の
確
立

児
童
生
徒
の
指
導
体
制
及
び
教

育
相
談
体
制
の
充
実

教
職
員
研
修

、
校
内
研
修
の
実

施
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点検・評価 課題

峰浜小学校で毎年、留学生家族を受け入れてお
り、学校運営及び学校活動等での活性化が図られ
ている。
※H25（峰浜小）：6家族8名の受け入れ
　　　　　　　　　　　（内 助成対象：3家族5名）
平成26年3月末の峰浜小学校閉校により、峰浜小
学校ふるさと留学推進協議会が解散となったこと
で、町内全ての推進協議会が解散となっている。

H26年度より、ふるさと留学は休止状態となっている
が、今後新たに協議会が設立された場合の対応等
を考慮する必要がある。

継続して実施している。 支援の継続。

知床自然概論の講師を派遣し、支援を行っている。

平成21年度に発足した斜里高等学校振興会への
支援を図るとともに、間口維持対策や社会教育機
関からの専門講師派遣などの支援を継続する。

H23年度よりSSWを継続して配置し教育相談体制の
充実を図り問題解決にあたった。また、校外におけ
る家庭や関係機関との連絡を密接にし、児童生徒
の指導体制及び相談体制の整備充実を図った。ま
た、昨年度からスクールカウンセラー派遣事業も継
続しており、個別事案に対応した。

各学校における問題行動及び特別支援に関する体
制の整理が重要な課題となっている。特に家庭の
養育能力に問題があり保護が必要なケース等、早
期の発見対応が重要となるケースが散見されてお
り、より広域な範囲（社会福祉協議会・警察・児童相
談所等）との連携や、個別の適応指導の充実を図る
必要がある。

教育機関による研修参加への推薦、校内研修及び
公開研究会への助成を図り、研修体制の充実を
図った。

教員の資質向上のための校内研究会や公開研究
会の内容の充実や、教職員研修費の確保などを通
してさらなる研修機会の確保が必要である。

町内唯一の高等学校の維持対策への支援継続。
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３　学校給食

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

給食意向調査の実施

家庭や給食における食に関する実態を把握し、そ
の結果を給食供給への活用を図ることを目的に全
児童・生徒を対象としたアンケート調査を実施。
・年１回実施　対象者688名

食生活の調査の実施
アンケート調査票に盛り込んで実施しており、子ども
の食生活と給食への意識の関連性も把握できる。

町内生産者、関係団体との連携
農業者を中心とした生産者、関連団体等と連携して
地場産品の活用推進を図り、同時に児童生徒に対
し地域理解としての食育推進を進める。

地場産品の利用と消費拡大
生産者からの直接仕入れが主であるため、購入価
格の抑制が図られ、他の食材購入についても幅を
広められ、その結果により消費拡大にも繋がる。

学校給食に対する住民意識の高揚
学校給食だよりや広報誌等を活用して、住民へ内
容を周知し、さらにＨＰの活用により広く情報を公開
する。

食物アレルギー対策
新入学、進級時にアレルギー実態調査を行い、そ
れぞれの症状にあった給食の供給を行っている。

食材購入計画の立案
安全性の保証された食材購入を基本に購入計画を
学期毎に行い、複数業者からの見積もり徴取により
適正価格での購入に努めている。

安定需給体制の確立
食材に関しては複数業者との取引、給食調理、配
送体制については常時代替確保により安定した需
給体制の確立をはかっている。

給
食
施
設
・
設
備

の
改
善

給
食
施
設
・
設
備

の
改
善

施設、設備機器の整備
施設改修時から使用している備品類の老朽化、建
物を含めた施設全般の老朽化も激しいため計画的
な整備を行う。

給
食
調
理
業

務
の
効
率
化

調理業務の民間委託
当面は直営継続としているが、将来的な給食需要と
タイミングを見極めて民間委託を検討
・調理員：10名

栄
養
管
理
シ

ス
テ
ム
の
 整

 備
運
用

栄養管理業務の改善、充実
給食栄養管理システムの導入により、適切な栄養管
理が行え、栄養価の整った低コストでの給食供給が
行える。

給
食
内
容
の
充
実
改
善

魅
力
あ
る
給
食
の
提
供

地
場
産
品
利
用
の
拡
大

　
　
 

安
全
な
食
材
の
拡
大

給
食
業
務
及
び
栄
養
管
理
シ
ス
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点検・評価 課題

・対象を小学3年生以上としたことにより、回収率が
高まり、また、教職員からの意見も出され、給食への
関心の高さがうかがえた。集計結果は給食担当者
会議及び運営委員会で報告している。
回収率97.7％

対象を小学3年生以上としたことにより回収率は高
まったが、低学年の実態把握についても必要と思わ
れる。

保健福祉課とも連携し、家庭での食生活等から児
童生徒個々の食生活実態、嗜好などの把握に努め
た。

子どもたちの食生活が不安視されている中、家庭に
おける朝食の状況等も把握し、それらの調査結果を
いかに給食供給に生かし、さらに残食の減に努めら
れるかが課題となる。

町内で生産される農作物のうち、品目的に使用可
能なものはほぼ全て使用しており、また、比較的安
定して供給される。
・個人農業者8件 法人・団体等７件

季節や天候に左右される要素が大きい。また、出来
高によって購入量の変動もあるため、同一作物を確
実に購入できる体制づくりと適正な使用量の把握、
さらに食材管理の徹底が重要である。

馬鈴しょについては年間を通して全量町内、大根、
人参、玉葱などは端境期の僅かな期間のみが町外
のものを使用しており、地場産品の積極的な活用に
努めている。

水産品では活用できる種類が限られており、また、
近年海産物に対してのアレルギー症状も多く見られ
ているため、使用食材、活用方法についての検討
が必要。また、しれとこ斜里ブランド食材の活用方
法についても検討が必要である。

取り組み内容などのほか、毎月の献立表について、
ホームページでの定期的更新に努めた。また、放射
能汚染に対する不安への対応とし給食だよりとホー
ムページにおいて食材の産地表示を実施した。

周知の表現が固定的になっており、表現方法等の
見直しを検討する。定期的な更新を確実に行い、常
に最新の情報発信に努める。

供給停止、代替食供給、持参等センターとして対応
可能な範囲を基本として、症状によって養護教諭、
保護者との懇談により、必要に応じた対応を行っ
た。
・アレルギー児童（教諭含む）：延80名
また、平成２６年度からの医師による意見書に基づ
く対応のため、説明会や対象者児童生徒の保護者
との面談を行った。

食物アレルギーに伴う死亡事故等が発生するなど、
学校給食により厳密な対応が求められている。平成
26年度から医師の診断に基づく、除去食対応とし、
安全性の高い給食提供を目指す。

食材の適正利用にあたっては基準エネルギーを遵
守した献立作成による食材購入に努めている。

児童生徒の実態を把握した食事摂取基準が求めら
れてきており、性別や体格等のモニタリングが必要
となっている。

食材購入では町内業者への発注量の増に努めて
いるが、町内からは購入できないものもあるため、町
外への依存は大きい。
異物混入事故を契機として、危機対応マニュアルを
作成し対応を行っている。

町内業者の利用拡大を図りたいが、難しい現状と
なっている。
異物混入事故等により、給食停止が発生した場合
の代替食の提供については、町内業者の協力を得
られるが、ウトロ地区には時間的な問題もあり代替
食の備蓄が必要である。

老朽化した設備機器の計画的更新を図り、衛生管
理を徹底した安心安全な給食の提供を行った。
・食器等消毒保管庫　３台
食器箱　　　　　調理場床補修

施設改修時に整備した備品類の多くが更新時期を
迎えているが、この中でも大型器機類は価格も高
く、年次的な更新計画が必要である。また、調理機
器及び食器等の経年劣化による、異物混入事案が
発生していることから、計画的な更新が必要と思わ
れる。

常時10人体制の維持を基本として、代替え職員２名
（臨時的）については随時対応可能な体制としてい
る。

安定供給ができる最低限の調理体制、栄養教諭と
の連携について検討し、今後の学校統廃合、給食
需要、設備投資時期等を見極め施設改修の検討も
必要。

システム導入により、栄養計算から発注業務までを
連動して行い、栄養教諭の業務負担の軽減が図ら
れている。

児童生徒の実態を把握し、個々の発育の状況に応
じた栄養管理が求められてきている。
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３　学校給食

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

給
食
費
納
入
の
推
進

給食費未納者対策
公平な負担に基づいた安定した給食の供給のため
に、給食費の未納者対策を行う。

栄養教諭の配置
平成２０年度から配置された栄養教諭により、町内
学校への栄養指導、食に関する教育の推進を図
る。

「食に関する指導」と「学校給食の管
理」の一体化

町内産品の食材活用などを通して、児童生徒自ら
が行える収穫体験などを計画し、生産から収穫、消
費へ繋がる一体的な取り組みとして検討する。

食
に
関
す
る
指
導
の
充
実

ス
テ
ム
の
 整
 備
運
用

食
の
教
育
推
進
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点検・評価 課題

口座残高の不足などによる振替不能により毎年10
名程度が翌年度に未納額として繰り越している。
　これら未収金については、税務課などと連携した
取り組みを行い、未収金の減少に一定の成果が上
がっている。
25年度過年度未納額　　23人　　　1,374,847円
25年度過年度未収金納入額　　　　868,464円

要・準要保護には該当しないものの、生活困窮等の
実態もあり、電話催告、臨戸徴収、税務課との連携
などによる対策を強化する。

栄養教諭に対して、各学校からの食に関する教育
についての依頼が増えており、昨年は斜里小・斜里
中・以久科小・川上小・ウトロ小と5校に対して指導を
行った。

学校との連携をはかり、授業内容に合わせた効率
的な食育指導法の確立に向けた研究を進めた。

栄養教諭が食育学習に取り組むことができるような
給食業務の軽減が必要。
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４　公民館

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

自
主
的
な
学
習

活
動
へ
の
支
援

マ
イ
プ
ラ
ン
マ

イ
ス
タ
デ
ィ
事

業
の
推
進 マイプランマイスタディ事業の推進

　町民の自主的学習活動に対し、助成金を交付す
る。
　5事業141千円の助成を行った。
①伝統アイヌ刺しゅうを学ぶ②絵本の読み聞かせ
③CAP（子どもへの暴力防止）教育プログラム保護
者向けﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ④聞くべ、福島の話を⑤色育講座

職
員
体
制
の
充

実

職員研修の充実

　網走ブロック社会教育主事等研修会、網走地区、
道東ブロックでの研修会に参加。地域住民に学び
の場を提供する専門職員としての専門性を磨き、ま
た国・道の最新の動向を知るために研修会に参加
した。

　児童向け講座ゆめクラブにおいて7パートで全23
講座を実施（延べ323名参加）。子どもたちの生活
環境や地域素材の中から題材を見つけ、連続講座
のかたちでテーマにそった体験をする。講師には地
元の人材を活かし地域で子どもを育てる意識を高
める。

　ウトロ地域の児童向け講座「ゆめコミュ」。5テーマ
10講座を実施（延べ47名）。ゆめクラブのウトロ版と
して、地域ニーズを踏まえ講座を開設した。

　生きがい大学公民館専門課程10講座 （延べ271
名) 「自分史をつくろ」をテーマとして、文章を書くこ
との楽しさ、記録を残すことの大切さを学び、実際に
自分史を執筆した。

分館講座の充実
　分館地域住民の貴重な学習活動の場として、分
館の地域住民を対象に実施。分館長・主事が様々
な内容の講座を企画。40講座延べ755名が受講。

学習情報の提供
　おじろ通信での情報提供。
　ゆめホール知床ホームページの運用。

公
民
館
活
動
の
充
実
強
化

学
習
機
会
の
提
供

学習機会提供「講座」
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点検・評価 課題

　支援があることにより、町民の自主的な学習活動
が創出でき、学習活動支援事業として有効である。
　親子での参加等、子育て世代の学習会や地元講
師による勉強会など、地域を巻き込んだ学習活動を
展開できた。

　町民自らが企画し実施する社会教育活動をより支
援、充実させるためにも、制度の周知と活用を促す
工夫を検討する。また、制度利用団体のサークル化
を促進するためにも団体とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを図り、ｻ
ﾎﾟｰﾄをすることで活発な活動に導くことも重要であ
る。

　参加者同士の情報交換等を行うことにより、広域
的な連携が図られている。職員研修は必要不可欠
であり、公民館活動指導者でもある社会教育主事
の専門性と役割が重要になっている。

　公民館職員（含：社会教育主事）の専門性が求め
られている中、館内職員の計画的な研修への参加
および日常業務としての講座運営の中で習得して
いく必要がある。

　子どもの生活環境や地域素材の中から、多様な
内容を組み立て実施することができた。地元講師の
活用や、斜里高校生のサポートを受けるなど、講師
側にも子どもに教え、育てる意識の醸成が図られ
た。また、在町の中国・タイ国の方と交流し異文化と
のふれあう機会を提供することができた。

　テーマにより講師選定と講座内容に苦慮する場合
があり、さらなる講師層の発掘が必要。また、講座参
加者も固定化しており、周知の方法を工夫する必要
がある。

　日頃より地域ニーズの掘り起こしなど、情報収集に
努めるとともに、保護者や自治会等の協力も得なが
ら、円滑に運営ができた。

　本講座の継続化をめざし、講座内容の更なる充実
を図る必要がある。

　自分の人生を振り返り、思い出を形にすることで豊
かに生きるための自己再発見と、これからの生き方
を考えるきっかけづくりとして「自分史」の作成を実
施した。一定の成果はあったが、受講者の取り組み
に個人差があり、最後まで完成できない人もいた。

　学生の年齢や意識、作業能力の差があることを考
慮して、少しでも前向きに学習行動を起こせるテー
マの設定と講座の組み立てが必要である。

　昨年に引き続き全分館で講座が開催されるなど、
分館活動の一つとして定着している。各分館と連携
しながら、講師紹介など講座開催の支援を行った。

　各分館講座の内容充実と継続実施を図るため支
援していく。

　おじろ通信「ゆめホール」担当ページ及びホーム
ページでの情報発信と適正な管理運営を行った
が、より多くの人が関心を向けるような紙面等の工
夫、検討が必要である。

　利用者が見やすく関心を引く通信やホームページ
づくりを行うとともに、館内掲示物等や来館者への
声かけなどで、よりきめ細かな学習情報の提供が必
要である。また、今後、新たな情報提供方法の検討
が必要である。
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４　公民館

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

要望の把握と対応
　主催事業でのアンケートの実施や、定期利用団体
及び自由来館者からの要望の聞き取りを行った。

教育委員会広報紙「おじろ通信」の担当分（2ペー
ジ）及びホームページを活用し、ゆめホール事業や
利用者のイベントなどを紹介することで、公民館へ
の来館を促す。

　窓口業務、電話対応、舞台打合せなど親切な対
応を心がけ利用促進を図っている。

　成人式の実施　平成26年1月12日（日）
　出席者　108名対象中73名参加　出席率67.6％

　65歳以上の方を対象に生きがい大学（本校・ウトロ
校）を開設。本校108名在籍、集合学習・専門課程・
クラブ活動（年22回活動）。ウトロ校18名在籍（年16
回活動）。今年度で開設41年を迎えた。

　老人クラブ連合会（24団体1,460名）の行政窓口と
なり活動のサポートを行っている。

生涯学習関連機関との連携・協力
　社会教育機関、保健福祉関係部局と連携し、共
同事業として「生きがい大学」「老人クラブ健康教
室」などに取り組む。

学習相談を通じた育成
　新しいサークルの学習会場の確保に関する相談、
町民全般へサークルの情報提供及び講座開催の
資金等の相談業務を行っている。

団体・サークルへの支援の充実
　常時窓口での相談業務を行っている。生涯にわた
る学びの場として、新たなサークルづくりに向けて支
援する。

ゆ
め
ホ
ー

ル
知

床

適切な維持管理
　開館から15年を迎えたことにより、電気設備、空調
設備、舞台設備の修繕・更新期を迎えており、メン
テナンスおよび補修を行っている。

分
館

分館施設の計画的整備

　現在の分館（12分館）のほとんどは、S50～S63年
度に整備されたものであり、築20～35年が経過し、
躯体部分の老朽化が進み、屋根・壁などの中規模
改修が必要である。

公
民
館
活
動
の
充
実
強
化

利
用
し
や
す
い
公
民
館

利用しやすい公民館

社
会
教
育
機
関
と
連
携
し
た
学
習
機
会
提
供

年齢各期に応じた学習機会の提供

利
用
団
体
・
サ
ー

ク
ル
の

育
成

利
用
団
体

、
サ
ー

ク
ル
の

育
成

公
民
館
施
設
の
適
正
な
維
持
管

理
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点検・評価 課題

　随時、聞き取りしながら、可能な要望については
対応している。また、難しいものについては、個別に
説明を行っている。

　利用しやすい公民館づくりに向けて、現在の方法
を継続しつつ、より幅広い町民の皆さんからの要望
を把握するための新たな方法について検討する必
要がある。

広報の一つとして町民へは広く浸透している。ま
た、教育委員会ホームページにも掲載しているた
め、町外からの利用にも繋がっている。さらに、利用
者の視点に立った内容の充実が必要である。。

通信やホームページの内容の充実を図るととも
に、新たな情報提供方法について検討する。

　館内会議による職員の情報共有、意思統一を図
り、利用者へのサービスの充実を図った。

　常に利用者の立場で物事を考える姿勢の確立が
必要であり、利用者ニーズの把握に努めることが必
要である。

　斜里町が主催となって行い、斜里町の財産でもあ
る新成人の20歳の節目を町全体で祝う行事である。

　厳かな式典運営はもちろんのこと、今後も内容の
充実に向けた検討を加えつつ継続が必要である。

　対象者である高齢者は増えて続けているが、入学
する学生は減少している。また、学生全体が高齢化
していることもあり、個々のニーズに対応し切れてい
ないのが実情である。

　個々の能力やレベルに合わせた学習内容の検討
や、通年開講を視野に入れるなど、内容の見直しが
必要である。

　高齢化社会になり、益々活発な活動に発展するよ
う、各老人クラブの活動支援を行っている。

　今後も、交通安全や健康など世代の課題に合わ
せた活動支援を行うとともに、学習メニューの情報
提供が必要である。

　老人クラブが直に保健福祉課総合相談係と打ち
合わせして、健康教室を開催した。

　今後も老人クラブ活動や分館活動等に、生涯学
習関連機関との連携事業の提供を検討する。

　随時窓口で相談に応じている。
　利用者との関係を深め、より親しみやすい事務室
づくりが重要。また、あわせて相談窓口であることの
周知活動が必要である。

　ここ数年、ゆめホールの定期利用団体の会員数
が減少傾向にある。今後の高齢化社会に対応する
よう団塊世代層や子育て世代層への支援が必要で
ある。

　現在の支援事業を続けるとともに、講座やワーク
ショップをとおし、子育て層・若い成人層・団塊世代
層を取り込んだ、新たなサークルづくりに対する支
援活動が必要である。また、ダンスやヨガなどある程
度広さを必要とするサークルの定期利用会場調整
が難しくなってきている。

　今年度は、館施設修繕（ＣＲＴユニクロスモニター
更新）、設備機器類修繕（機械室ポンプ廻り防振継
手更新・冷温水発生機自動抽気装置更新）などを
実施した。

　文化ホールおよび公民館ホールの舞台設備等
は、安全確保の点から、部品の製造中止や耐用年
数を超過したものから、順次、更新しなければならな
い。また、急激に進化するデジタル化に対応するた
めにも、計画的な更新が必要である。

　朱円分館屋根塗装修繕工事やｽﾄｰﾌﾞ更新（中斜
里）、その他の分館もその都度要望を受け、修繕を
実施した。

　各地域との連携の下で、各分館施設の維持管理
を計画的に実施する必要がある。
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５　文化・芸術

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

　文化連盟（32団体加入）への活動助成を行った
（H25　405千円）。

　文化・芸術団体の活動相談を行った。

　町内で個々に活動する芸術家の作品を集めた
「第5回ひとゆめ展」の開催。出展者12名、約200点
の作品を展示。

芸術文化事業協会への支援

　舞台鑑賞機会を拡充するため、町民による支援審
査機関である芸術文化事業協会に財政支援（H25：
4,000千円）と、理事会に参加して情報提供を行っ
ている。

公演情報提供
　公演情報案内ラックの設置及び職員による相談、
案内を行っている。

町
民
に
よ
る

芸
術
鑑
賞
事

業
へ
の
支
援

助成による鑑賞機会の充実
　芸術文化事業協会をとおし、町民による招聘公演
等を援助している。助成事業6本、支援額4,000千
円、鑑賞者1,307人。

ゆ
め
ホ
ー

ル
主
催
の
芸
術
鑑

賞
事
業
の
実
施 芸術鑑賞事業の実施

　①映画会「最強のふたり」：観客140人　②陸上自
衛隊北部方面音楽隊ConcertTour2013：観客552
人　③避難訓練コンサート「ビリーキングLIVE」：観
客155人　④BLACK BOTTOM BRASS BAND
20th ｱﾆﾊﾞｰｻﾘｰ・知床ｽﾍﾟｼｬﾙ：観客370人　⑤斜里
町手づくりｼｱﾀｰ 町民劇「絆の祭り」：観客515人　⑥
宝くじ文化公演 演劇「マロース」：観客328人　⑦第
13回斜里・子ども芸術フェスティバル：観客1,207人
⑧映画会「マダガスカル3」：観客131人

町
民
に
よ
る
文
化
芸
術
活
動
の
助
長

文
化
・
芸
術
団
体
等
の
活
動
援
助

文化・芸術団体等の活動援助

公
演
等
招
聘
団
体
へ
の
支
援

芸
術
文
化
鑑
賞
機
会
の
充
実
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点検・評価 課題

　文化活動の中心的組織との連携・助成金による活
動支援を行い、文化連盟による次世代育成につな
げるため、「育てる事業」として、三線講座（全5回）・
生け花講座（全3回）を開催した。

　文化連盟で模索中の若者世代の参画や、世代交
代が課題である。また、文化連盟が主催する「育て
る事業」の継続と実施種目の拡大について連携を
図る必要がある。

　実行委員会主催事業等、随時対応している。ゆめ
ホール館長がｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰとして参加している芸術文
化事業協会理事会へ迅速に有効な文化情報の提
供ができるよう努めている。

　文化連盟加盟団体以外に対してスムーズな情報
提供ができるかが課題である。

　普段サークル等で活動する方の展示機会は多く
あるが、個々の活動で拾い上げる場がないため実
施している。出展者・観覧者ともに好評であった。よ
り多くの来館者に見てもらうため例年1週間の展示
期間を2週間に延長した。

　チラシ等の告知だけでは出展者が集まらないた
め、口コミでの情報収集や積極的に声掛けを行うこ
とが必要である。

　町民自らの企画事業を、町民組織が審査を行う事
により、多様な鑑賞機会が提供されるとともに、町民
の企画運営能力が培われている。

　ここ数年支援事業の固定化や新たなジャンル・新
しい実行委員会での事業開催が減少気味であるこ
とから、今後の事業展開を見極め、支援基準の見
直しなど、団体と一体になった検討が必要である。

　ﾌﾟﾛﾓｰﾀｰから送られてくる公演情報は、ジャンルご
とにファイリングして案内ラックに設置している。公演
に関する相談、案内は実行委員会主催事業等、随
時対応している。

　関係機関等の助成制度を活用した公演事業への
協力を行っていけるよう引き続き検討していく必要
がある。

　町民による招聘公演等で鑑賞機会を提供している
が、一部に申請団体の固定化が見られる。今年度
は周年事業の開催準備の影響があり、昨年の助成
事業（11本）から減少した。

　新たな団体、実行委員会等の掘り起こしにつなが
るよう、引き続き支援制度の周知・声掛けが必要で
ある。

　各種補助金を活用しながら、演劇・コンサート・映
画会などの事業を展開した。特に開館15周年記念
事業 手づくりｼｱﾀｰ・町民劇「絆の祭り」では、出演
者、裏方ともに多くの町民の協力により、好評の中、
無事に公演することができた。
　催事によっては、入場者数にバラつきが生じてい
る。ニーズのとらえ方と文化鑑賞機会のバランスが
難しいと考える。

　今後も、公立文化施設のネットワークや、助成事
業、財団共催公演などを活用しつつ、チケット収入
などの特定財源を確保し、継続した事業展開へつ
なげていくことが課題である。また、町内企業からの
協賛を得られるようなシステムづくりを検討する。
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５　文化・芸術

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

芸
術
分
野
の
体
験
型
学
習
機
会
の
提
供

芸術体験型学習講座の実施

◇一般向け
◆①演劇ワークショップ：全４回　参加者64名②演
劇ワークショップ2014冬：全2回　参加者21名

◇子ども向け
◆①踊りに行くぜ！斜里小＆朝日小：全6回　参加
者延べ131名　②BBBB吹奏楽ワークショップ：全2
回　参加者33名　③吹奏楽ワークショップ：参加者
20名　④育てる事業「三線講座」：全5回　参加者5
名　⑤育てる事業「生け花講座」：全3回　参加者4
名

　町内の小学生にホールでの鑑賞機会を提供する
「斜里町小劇場」を実施した。
　劇団風の子北海道「どさんこ ぴーひゃら 遊び組」
　7/19　ウトロ
　7/22　①朝日・峰浜・朱円・以久科　②斜里・川上
　小学校芸術鑑賞会実行委員会による。

　スクールコンサート
　BLACK BOTTOM BRASS BANDコンサート
　9/18～20  小学校7校7公演を実施
　小学校芸術鑑賞会実行委員会による。

文化ホール機能の効果的活用
　平成25年実績　稼働率　74.17％
　本番利用　32日、リハーサル　16日
　練習利用　40日

舞台技術の提供

　舞台設備機器等の操作業務の円滑な運用と最良
の舞台効果の確保及び舞台事故防止のため舞台
技術者２名を確保し安全確保を行っている。また、
プロに技術的なアドバイスも受けている。

芸
術
分
野
の
教
育
普
及
事
業
の
実
施

児
童
生
徒
へ
の
芸
術
鑑
賞
事
業
の
充
実

児童生徒芸術鑑賞事業の実施

文
化
活
動
施
設
の
活
用

ゆ
め
ホ
ー

ル
知
床
の
効
果
的
活

用
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点検・評価 課題

◇一般向け
◆①は、北海道文化財団のアドバイザー派遣事業
を活用し、手づくりｼｱﾀｰ町民劇参加者にも活用で
きる講座を実施した。②は、参加者全員が前回の演
劇ワークショップを受講しており、レクリエーションを
中心に講座を実施した。

◇子ども向け
◆①は、東京でプロとして活動していた地元講師に
よるHIPHOPダンス講座を実施した。②は、BLACK
BOTTOM BRASS BANDのメンバーが講師となり、
斜里中生、斜里高生にﾊﾟｰﾄごとの個別指導を実施
した。③は、ｱﾝｻﾝﾌﾞﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ奏楽のメンバーが講師
となり、斜里中吹奏楽部にフルートの個別指導など
を実施した。④⑤は、文化連盟所属団体による子ど
も向け講座として昨年に引き続き実施した。

　一般向け講座については、北海道文化財団のア
ドバイザー派遣事業を活用し、子ども向け講座は、
それぞれの公演に合わせて実施することで、経費を
抑え実施することができたが、幅広い分野での開催
や継続性のあるものを実施できるよう検討する必要
がある。
　また、文化連盟の「育てる事業」を活用し、子ども
向け講座を実施しているが、講座内容・募集方法や
他の補助事業の活用等、検討が必要である。

　小学校在学6年の間に、違うジャンルの舞台公演
を鑑賞できるよう演目を選定。小劇場公演としては
初めて各学校の体育館を会場とし、まじかで披露さ
れる、シャボン玉・けん玉・竹トンボ・コマ回しなどの
「伝承あそび」や昔話を面白おかしく鑑賞した。児童
や先生にも好評であった。

　北海道巡回小劇場申請が不採択となり、買取公
演となった場合の公演料確保は難しい（採択されれ
ば、1/3補助）。また、特別支援･保護対象児童の鑑
賞料補てんの割合が増えていく中では、スクールコ
ンサートとの予算割が難しい。児童負担金の増額も
含め検討する。

　金管楽器を主体としたBLACK BOTTOM BRASS
BANDによるコンサートを実施した。各校の校歌を
ジャズアレンジした演奏や、音楽に合わせてリズム
をとらせたり、大声を出させるような聴くだけではな
い演出により、児童と一体となるコンサートができ
た。

　小劇場同様、小学校在学中に違う楽器のコン
サートを鑑賞できるように演奏者の選定を心がける。
　小劇場との天秤予算の中では予算確保が難し
い。

　本番・リハーサル回数は、昨年とほぼ変わらない
が。開館15周年記念事業　手づくりシアター町民劇
「絆のまつり」公演のため、練習利用が昨年の11回
から40回と大幅に増加した。

　芸術文化事業協会支援の招聘公演では、限度が
あるため、既存の団体や新たな団体の発表会等の
掘り起こしが必要である。（土日開催が固定日となっ
ているので、平日開催など）

　利用者の多種多様な要望に対し、プロの技術で
応えているので評価は高い。また、機器設備の日常
点検及び維持管理を行っており、舞台の事故防止
と機器設備の延命化が図られている。

　現在3年毎の入札で業者委託を行っているが、舞
台技術力・管理技術力および職員との信頼関係も
あるので、今後委託期間や入札方法等について検
討する必要がある。
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６　スポーツ

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

既存体育施設の適切な維持管理

①直営管理（海洋センター体育館・海洋セン
　タープール・陸上競技場・ウトロプール・
　スケートリンク・スキー場ハウス・みどり
　工房ランニングコース）
②管理委託（野球場・ウトロパーク場・ウトロ
　スキー場・ウトロスキー場トイレ）
③指定管理（町民公園ＰＧ場・シーサイドＰＧ
　場）
④利用者の自主管理（武道館・赤木体育・テニ
　スコート）

既存体育施設の有効活用

●学校開放事業
　①斜里中体育館（週6回）
　②斜里小体育館（週6回）
　③朝日小体育館（週6回）
　④ウトロ小中体育館（週5回）
●赤木体育館
　①消防団　（週１回）
　②自治会Ａ（週４回）
　③自治会Ｂ（週１回）
　④ＰＧ協会（週７回）※冬季間12月～4月

体育施設整備計画の策定

　老朽化著しい体育施設が多く、町民の要望に応
える体育施設の整備計画が必要とされており、これ
に基づいた整備をおこなっている。

　基金繰入（活用）実績なし

多様なスポーツに親しむ機会の
充実

　健康増進を図る目的で、スポーツラリーを実施。
(11/17、27名)
　斜里町青少健が主催する“しゃりっこらんど”「玉入
れギネス」の企画・運営を担当。（2/9、62名）

斜里町スポーツ振興基本計画の
策定

　スポーツ基本法の趣旨に基づき、町民がスポーツ
に対する理解と価値を共有し、生涯スポーツ社会を
実現するため、方針と施策を総合的かつ計画的に
推進するために策定した。

生
涯
ス
ポ
ー

ツ
の
推
進

体
育
施
設
の
整
備
充
実

体
育
施
設
の
整
備

生
涯
ス
ポ
ー

ツ
の
推
進

スポーツ施設等整備基金の活用
による整備
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点検・評価 課題

　直営管理の他、管理委託・指定管理・利用者によ
る自主管理など、利用団体（者）の協力を基に施設
の維持管理を行っている。
　利用者が自主的に管理することにより、実態に
合った利用しやすい施設が維持できている。
　また、破損等の連絡や報告が適切にされ、予算編
成など、次年度に意見を反映できる体制が構築さ
れた。

　老朽化著しい施設が多いことから、予期せぬ破損
等の対応に追われ、団体の意見や要望に応えた維
持管理・修繕が進まない現状にある。

　学校開放事業は小・中学校の体育館を１９～２１
時までスポーツ愛好者に開放し、町民の健康増進と
スポーツ振興を図っている。
　赤木体育館はスポーツ団体の他に自治会・老人ク
ラブ等の利用があり、施設の有効活用が図られてい
る。
　武道館の交流室利用については、フラダンスなど
の室内軽スポーツへの提供を行うなど、新たな活用
方法を模索している。
　また、新たな試みとし冬期間海洋センター体育館
裏手の空地を除雪し、子どものソリ滑りやウォーキン
グなどを行えるよう整備、施設敷地の開放など新た
な試みを行った。

　学校開放事業については、利用団体及び管理委
託先との連携により、効率的な運営ができている
が、冬期間の除雪についてなど新たな問題も浮上
している。
　また、老朽化著しい赤木体育館については、施設
の廃止に向けた団体協議と代替施設の確保等、継
続課題である。

　子どもから高齢者まで、安心して利用できる体育
施設の整備をおこなうため、公共施設整備計画に
合わせ、計画的に整備をおこなっていく事が必要で
ある。

　計画的な整備が強く求められており、諸課題の整
理や公共施設整備計画の優先順位の見直しを行
い、基金を有効活用した整備計画が必要である。

　整備基金の活用については、町の計画と合わせ、
体育協会と協議を行い、基金の有効活用と今後の
方向性を整理する。

　斜里町スポーツ推進委員よる自主企画とし、子ど
もから高齢者まで楽しめるスポーツ機会の提供とし
て実施した。
　内容としては、生活の中にある、身近な物を使った
ゲーム、小学生から高齢者まで参加できるとうい点
に配慮し実施した。
　気軽に楽しめる健康づくりとして、今後も継続して
いく。

　町民にスポーツと体を動かすことに親しむ機会を
提供するため、スポーツラリーや玉入れギネスを実
施しているが、開催場所（地域）や参加者の年齢が
固定化されている現状がある。
　今後は、研修的要素も取り入れ、高齢者等も含め
た幅広年齢層が参加できる体制を整備する必要が
ある。

　第6次斜里町総合計画及び第4次生涯学習推進
計画策定内容を踏まえ、斜里町スポーツ推進審議
会委員と協議し「斜里町スポーツ推進計画」を策
定。
　策定過程で地域における諸課題等を共有すること
ができた。

　策定した計画に基づき、事業推進すると同時に、
事業の点検・評価を適正実施する必要がある。

　平成24年度に芝管理機器を導入したが、以降活
用実績はない。
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６　スポーツ

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

生
涯
ス
ポ
ー

ツ
の
推
進

スポーツレクリエーションの
展開

　健康教育の推進を図るため、新たなスポーツレクリ
エ－ションを展開するなど、高齢者から子どもまでの
生涯スポーツの充実を図る。

選手の育成・強化

　競技力向上のため、スポーツ少年団本部活動に
対し助成を行い、スポーツ少年団活動の育成・強化
を図っている。

スポーツ推進員の養成・確保

　「管内社会体育振興セミナー」と「網走ブロック体
育指導員研修会」への派遣を行っている。

※管内振興セミナー4名
※ブロック研修会　4名

体育協会への支援体制の
整備・充実

　体育協会に活動助成を行い、単位協会の活動を
支援し、競技スポーツの推進と各単位協会の更なる
活動支援を行っている。

スポーツ団体との連携による
スポーツ活動の推進

①第4回青年会議所杯道東斜里少年野球大会
　（8/31-9/1）
②第48回しれとこ杯弓道大会（8/18）
③第46回町民水泳大会（9/ 8）
④第55回町民スケート競技大会（1/26）
⑤第55回町民スキー大会（2 /2）
⑥第1回斜里町スケート協会記録会（2/ 2）
⑦斜里町フットサルフェスティバル2014（2/16）
⑧第35回町民バドミントン大会（3/ 2）
⑨第38回町民職域対抗卓球大会（3/ 9）　　他

指導者の発掘、育成、体制の
充実

　斜里町スポーツ推進委員が主体となり、おはようラ
ンニング・スポーツラリー・ハマナスマラソンなどのス
ポーツ事業の企画・実施を行うとともに、指導者の
発掘と育成を目指す。

各
種
ス
ポ
ー

ツ
大
会
の
推
進

各
種
ス
ポ
ー

ツ
大
会
の
開
催

町民参加のスポーツ大会

①おはようランニング
　（8/31-10/5、毎週土曜日計6回計413名)
②第32回ハマナスマラソン大会
　（10/6延べ866名）
　※学校教育では小学校全校参加、中学校は
　　部活や自主参加、この他、幼児等は親子
　　での参加、一般町民は広報・チラシ等に
　　よる呼びかけで参加を促している。
③スポーツラリー
　（11/17、27名）
④町民バレーボール大会
　（1/19、計16チーム、188名）

団
体
と
の
連
携

、
指
導
者
の
育
成
・
確
保

ス
ポ
ー

ツ
団
体
と
の
連
携
と
指
導
体
制
の
確
立

　
　
　
　
　
生
涯
ス
ポ
ー

ツ
の
推
進

競
技
ス
ポ
ー

ツ
の
推
進
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点検・評価 課題

　体力・健康状態に合わせたスポーツレクリエーショ
ン機会の提供と充実を図るため、斜里町スポーツ推
進委員と連携して事業を実施した。
　また、健康教育の推進を図るため、出前講座など
で健康体操や筋力維持運動の実技指導を行った。

　幅広い年代が参加できるよう、だれもが、いつで
も・どこでもスポーツや運動に親しむことのできる環
境づくりが必要である。
　また、ニュースポーツ等の普及のため、自主活動
を行う団体への支援体制を整備する必要がある。

　スポーツ少年団活動は、長期的視点に立ちス
ポーツに親しむことや楽しさを教えるための活動で
もある。
　近年、一部の少年団で団員数の減少が見られる
ものの、全体的には増加傾向にあリ、スポーツへの
関心の高さが伺える。
　また、熱心な指導者のもとで数多くの大会に出場
し上位の好成績を収めている。

　少年団活動を中心とする少年期のスポーツ活動
に繋げるため、幼少期から多様なスポーツ経験がで
きるプログラムの企画や環境整備が必要である。ま
た、指導者を含めた少年団活動の体制強化に向け
た支援方法の検討が必要である。

　スポーツ推進委員の資質と指導力等の向上を目
的に積極的な研修参加を得ている。
　近年、課題であった委員の確保も、若手推進委員
が増加するなど成果を得ている。

　幅広い年齢層の指導者が必要であり、セミナーや
研修会等の情報提供を行うとともに、研修を通して、
町外の指導者との意見交換等を行い、資質の向上
を図ることが重要である。
　研修で習得した技術等を町民に還元できるよう自
主事業の見直しと充実が必要である。

　各単位協会の窓口として、体育協会が意見の取り
まとめを行なっている。
　組織が一本化されていることにより、支援等、助成
がしやすくなっている。

　一本化により支援等の仕組みが確立されている
が、近年、各単協の要望が多様化してきている現状
にあり、関係者との定期的な情報交換と議論の場が
必要である。

　各単位協会が独自運営で主催するスポーツ大会
を後援し、町民スポーツの振興と推進を図ってい
る。
　また、単位協会や実行委員会等と連携し、大会を
支えるボランティアの拡大を図ることができた。

※しゃりっこスポーツを応援する会実行委員会
　の組織化（道東野球少年野球大会開催）

　各単位協会で、町民大会を開催しているが、幅広
い年齢層が気軽に参加できるような事業内容の見
直しが必要である。
　健康増進やスポーツ人口の拡大を図るためにも
情報提供や情報発信の強化が重要である。

　斜里町スポーツ推進委員によるスポーツ事業の企
画と実施協力は、本町のスポーツ推進には欠かせ
ないものであるが、指導者の養成や発掘がさらに必
要な状況である。

　スポーツ推進委員による自主事業も定着したが、
マンネリ化している現状があり、さらなるスポーツ啓
発と普及を図る必要がある。
　また、指導者の発掘・育成に向け、学校等との連
携により、新たな事業展開を検討する必要がある。

　各スポーツ大会開催にあたり、各単位協会・学校・
地域・斜里町スポーツ推進委員の協力により実施。

　現在の事業を継続しながら、町民の健康増進を図
る必要がある。
　各年齢層の参加意識を高め、多くの参加を求める
ことが必要。
　参加の少ない、高校生・高齢者等の年齢層を取り
込む体制づくりが課題である。
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６　スポーツ

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

上
位
大
会
へ
の
選
手
の
派
遣

上位大会への選手の派遣支援
（全道・全国）

少年団の上位大会出場助成
　①水泳少年団　×3回
　②剣道少年団　×2回
　③スキー少年団×3回
　　　　　等、上記団体の全道大会に助成。
　(助成金総額1,598千円)

ス
ポ
ー

ツ
合
宿
の
誘
致

スポーツ合宿の誘致

　斜里町スポーツ合宿誘致実行委員会に活動助成
し、関東学院大学・東京農業大学の２校の駅伝
チーム合宿を誘致した。
　その他、日本ハムファイターズのサマーキャンプ
（宿泊型野球教室）に協力した。

各
種
ス
ポ
ー

ツ
大
会
へ
の
支
援

、
ス
ポ
ー

ツ
合
宿
の
誘
致
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点検・評価 課題

　少年団活動が活発化され、スポーツの種目も多岐
にわたり全道・全国大会への選手派遣の支援助成
が活用されている。
　昨年は、水泳、剣道など延べ7団体に助成を行っ
た。
（斜里町青少年体育文化振興助成規程）
　

　全道・全国大会への出場について、情報収集方
法の再構築が継続課題。
　少年団本部会や各団体との連絡体制の確立を強
化・検討する。
　また、大会や対象団体の多様化などにより、現在
の助成規程の見直しと再検討が必要である。

　斜里町スポーツ合宿誘致実行委員会の積極的な
活動により事業が進められ、地域の受け入れ体制
の整備等が図られてきている。
　また、来町した大学陸上部の協力を得て、中学校
陸上部への直接指導を実現することができた。

　誘致活動は積極的に進められているものの、駅伝
（陸上）の誘致が多いことから、今後は冬季スポーツ
も含め、他のスポーツ誘致活動の推進もきるような
体制づくりが課題である。
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７　博物館

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

世界自然遺産知床の自然環境保全の推進

世界遺産地域科学委員会及び適正利用検討委
員会に委員として参画し、調査結果に基づき管
理計画等について検討。知床財団などと連携し
た調査研究の実施｡

知床半島の地質・生物・歴史・文化財に関する
調査と地域データの蓄積

中小哺乳類調査、外来哺乳類調査、コケ植物調
査、維管束植物調査、ワシ類越冬個体数調査、
オジロワシ繁殖状況調査、埋蔵文化財調査。地
質調査等を実施。

斜里平野における生物多様性調査・歴史調査
の実施

斜里平野部における動植物調査及び考古、近
世、近現代調査を実施。

博物館資料の分類整理
寄贈および収集資料の保存管理、分類整理、登
録を実施。

資料目録の刊行
資料目録・脊椎動物編、昆虫編、植物編の編
集・発刊にむけた作業実施

収蔵資料の研究教育への活用
各分野の資料や機材を閲覧、貸出しできる状態
で用意し、学校の授業など教育機関での利用を
促進する。

連続講座
知床自然史講座（4回連続）を開催。延べ89人参
加。

ロビー展
「竹富の織りの世界」「植物画展」「サーミ民族工
芸展」「蜃気楼写真展」の4回開催し、観覧者数
2,254人。

特別展・移動展
記念館ホールを会場とした企画展として、年一回
の特別展および年に数回の小規模なロビー展
を、また館外を会場に移動展を開催する。

講演会・フォーラム
企画展と連携し、テーマをより深めるため講演会
やフォーラムなどを開催する他、一線の研究者
の来町などの機会に合わせ開催する。

博物館講座
一年を通して季節や地域特性を活かした観察・
観測会や巡検、また企画展の展示解説や連携
する講座を開催する。

学習指導相談
小・中学生の地域学習や自由研究、町民の郷土
研究相談、大学生等の研究相談、教育機関から
の相談等への対応を実施する。

資料提供
町内団体や行政・教育機関、報道機関等への写
真資料や文献資料の提供や活用指導、他博物
館への資料・写真貸出等を実施する。

郷
土
学
習
を
中
心
と
し
た

生
涯
学
習
機
会
の
提
供

収
蔵
資
料
の
整
理
と
資
料
目

録
の
公
開

連
続
講
座
・
ロ
ビ
ー

展
示

等
に
よ
る
調
査
研
究
成
果

の
公
開

調
査
研
究
・
資
料
収
集
活
動
の
推
進
と
成
果
の
公
開

知
床
半
島
の
自
然
・
歴
史
に
関
す
る
調
査
研

究
の
推
進

郷
土
学
習
な
ど
生
涯
学
習

特
別
展

、
講
演
会

、
各
種
講
座
の
開
催

、
活
動
援
助
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点検評価 課題

世界遺産地域科学委員会および関連会議に参加
し、専門的な見地から調査手法、管理手法の提案を
した。
知床財団と連携して、ダイキン工業の寄付に基づく、
河川・河畔林の生物調査、動物相の復元に関するカ
ワウソ等の調査、ヒグマ・エゾシカの保護管理に関す
る研究を行った｡

他の機関との連携を強め、世界遺産地域の効果的
な保全策につながるような提言をしてゆく必要があ
る。

中型哺乳類調査、維管束植物調査、オジロワシの繁
殖状況調査、埋蔵文化財調査、地質調査を実施した
が、時間的な制約から十分な調査はできていない。

調査研究に費やすことができる時間が極めて少な
い。調査から普及教育活動までのつながりをふまえ
て重点項目を整理する必要がある。

斜里平野部の動植物調査を一部で実施したほか、斜
里市街地の歴史調査を一部開始したが、限定的であ
る。

斜里平野全体にわたるような広域的調査は時間的
制約から困難であり、項目をしぼりながら順次進める
必要がある。

受入れ資料を随時分類整理し、登録保管作業を実施
してきたが、分類整理の不十分な資料がある。

資料を研究し、分類整理する時間と人手の確保、資
料データベース構築の推進、資料収蔵スペースの
確保。

既存資料の整理登録を随時すすめているが、目録の
刊行には至っていない。

原稿執筆の時間と刊行予算の確保。

生物、民俗資料を「知床自然概論」をはじめ斜里高校
の授業や小中学生の学習に活用した。

資料データベース公開の推進、学習用博物館資料
の整備点検と貸出管理体制の整備、教育機関への
情報提供。

ロシア極東地域は自然、歴史の両面で北海道とのつ
ながりがあり、新たな視点で知床を見つめる機会を提
供できた。

参加者の多様なニーズに答えることと、できるだけ
多くの参加者に来てもらえるようなテーマ設定の両
方が課題。

特別展とあわせて、ほぼ通年の記念館ホールの展示
活用を行うことができた。これまで扱うことの少なかっ
たテーマにより、来館者の関心を高めることができた。

収蔵資料を活用した展示を随時行うなど、来館者が
繰り返し訪れても新鮮な展示が見られる工夫も必
要。

主な企画展としては、姉妹町の竹富町と友好都市の
弘前市がともに盟約の周年の年であったため、記念
館を活用した企画展や交流事業を展開した。記念事
業を機会に、長年途絶えていた竹富・弘前との交流
を復活することができた｡

開催テーマと担当学芸員の早期決定により、充分な
調査や資料収集を行う必要がある｡継続的な交流や
資料収集も必要｡

交流事業を進めているシホテアリンからの関係者来
日に合わせて極東をテーマに連続講演会を開催した
他、近年関心の高い断層などをテーマに開催した。

的確な町民ニーズの把握。

竹富町から織りの技術者や三線の演奏家を招き、地
元の織物サークルと連携して一般向けの講座を開催
した。その他多数の講座を開催した。

ニーズの多様化と人口減のなかでの効率的な広
報・集客手段の検討。

学芸員の専門分野について対応した他、専門分野外
の場合はそれぞれ適切な研究機関・研究者を紹介す
ることで対応した。

斜里をフィールドとする外部からの研究活動を支援
することで、職員の視野を広げつつ博物館活動に
協力してくれるよう研究者と関係構築。

町内団体活動、行政資料作成、地域を紹介する報
道、研究や他館の企画展等への写真・資料提供を随
時実施した。

写真資料を整理する時間の確保、デジタル化にとも
なう検索システムの構築、貸出できない資料など基
準・条件の明瞭化。
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７　博物館

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

小中学生の総合学習 小中学校の総合的学習の支援、指導を実施。

小中学校・高校の自然学習、高校発掘体験学
習

町内全中学1年生対象の「世界遺産知床体験学
習」を4回実施、生徒他120人参加。朝日小等2
校及び斜里高の発掘体験学習実施。

高校総合学科授業
斜里高等学校総合学科科目「知床自然概論」の
講師参画、及び授業計画や実施を支援。

博物館資料の教材化
斜里高校自然概論で剥製、骨格標本を教材とし
て活用した。また、小学校授業に生活用具や農
機具等を活用した。

出版活動の推進
紀要として「博物館研究報告」の第35、36集を編
集発行した。また姉妹町・友好都市との交流記
念誌を編集、発行した。

ウェブサイトによる情報公開
知床博物館のウェブサイトにおいて、知床半島
や斜里町の自然や歴史についての情報、画像
や動画を公開した。

学
術
交
流
の
推
進

学術交流と連携の促進

国内学会への参加を通じて国内研究機関や行
政機関との交流を深めたほか、学会運営への協
力を行った。また、ロシア自然保護区関係者との
シンポジウムに参加した。

常設展示の更新
コーナーごとに老朽化した展示資料や説明パネ
ルの更新を行う。

諸施設・設備の補修
博物館本館ひさしなど老朽化した施設・設備の
補修を優先実施する。

屋外展示の充実
野外観察展示の充実、展示SLの整備実施、解
説文の修繕実施等

斜里海岸林の活用
斜里海岸林を観察会などで自然学習、歴史学
習の場として利用する。

指定史跡の郷土学習への活用
指定史跡を観察会などで歴史学習の場として利
用する。

博
物
館
及
び
野
外
学
習
施
設
の
充
実

博
物
館
施
設
の
充
実

博
物
館
及
び
野
外
学
習
施
設
の

充
実

野
外
学
習
施
設
の
充
実
と
活
用

郷
土
学
習
な
ど
生
涯
学
習
機
会
の
提
供

習
機
会
の
提
供

出
版
活
動
の
推
進
と

ウ

ェ
ブ
サ
イ
ト
の
充
実

小
中
高
等
学
校
の
学
習
活
動
へ
の
協
力

36



点検評価 課題

世界遺産地域への社会見学指導の他、資料提供や
博物館学習での支援を継続して実施した。博物館や
学芸員を活用してもらうためのカリキュラム提案を行っ
たが、活用はわずかであった｡

細かな計画策定による効果的な実施。
学校と連携した教育活動を進めるために、連携連
絡を満にして学校側のニーズを十分把握すると共
に、学校側のやる気を引き出す工夫も必要｡

地域の貴重な自然や文化財に直接触れて体験する
学習を効果的に実施できた。

大人数を対象とした事業の効果的な指導体制の充
実と継続。

学芸員や町職員、町外研究者等により、専門的な授
業の他、野外での体験的な授業を実施できた。

学芸員の他、幅広い専門分野での講師の確保。

資料を教材として活用するためには、学校との連携が
必要であり、活用できる教材を示しながら連携をすす
める必要がある。

資料活用に向けた収蔵資料の整理、貸し出しでき
る教材用セットの作成

出版活動を計画に基づき継続して行った。交流記念
誌は紙やインクの高騰とページ数の増加により紙質と
色数は予定していた通りのものにならなかったが、各
方面で活用されている｡

DTPに使用可能な高機能パソコンの老朽化により
編集活動に支障が生じている｡機器の更新が必要。
資料目録等、現在滞っている出版物の刊行費の確
保。

紀要のPDFを随時公開した他、生物リストや文化財の
情報などを随時更新し、また博物館のニュースを随時
紹介した。

動画など新しいメディアの充実とSNSなど双方向性
の高い新しい情報発信手段の積極的な活用。

日露生態系保全協力プログラムに基づくシンポジウム
に参加し、知床に置ける生物相復元検討事業の経過
やロシア側研究者と情報交換を行った。
従来滞っていた学会などへの参加による情報交換や
研修、研究交流を進めた｡

国内外の研究機関や行政機関と学術交流を継続
的に深めるとともに、普及教育活動への活用など博
物館事業への還元をはかる必要がある。

説明パネルの一部を更新したが、十分ではなかっ
た。展示コーナーによっては長く更新できていないと
ころがあり、引き続き更新努力が必要である。

事業規模や実施年度、補助金の活用などを検討し
ながら、更新を計画的に進める必要がある。

限られた予算の中で、落氷防止対策のための玄関ひ
さし部修繕など緊急性の高い補修のみを限定的に実
施した。

修繕の優先度をふまえた適期実施やその予算を確
保する必要がある。
館内外の収蔵庫の保管環境が悪化しており、大幅
な改善が急務である｡

観察園周辺の樹木・下草の整理を実施したほか、ボ
ランティアの協力のもと、わらドーム（復元竪穴住居
址）のふき替え作業を実施した。

観察池の環境改善、表示看板、ベンチ類の修繕、
わらドーム屋根の補修完成

海岸林は利用できなかった。

ヒグマ対策の電気牧柵が林縁に設置されたことや、
遊歩道の刈り払いがなくなり道が消えたこと、吸血
性昆虫の大量発生が続いていることから夏期利用
が困難な状態である。今後は冬季のみの限定的な
利用を検討する。

斜里高校生を対象に発掘体験学習として朱円周堤
墓を見学学習した。これらの見学や学習には博物館
のウェブサイトの情報を活用した。

史跡の利活用については、高校による学習以外は
あまりなく、十分とはいえない｡朱円周堤墓の解説看
板の改修と史跡内の樹木管理も必要。
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７　博物館

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

道指定史跡、町指定文化財、国登録文化財の
調査と保護・普及

史跡や文化財の保護・監視と草刈り等環境整
備・管理の継続、および今後の調査計画、保護
対策。道指定史跡の斜里朱円周堤墓群および
朱円竪穴住居跡群の調査計画立案（道教委と連
携）

文化財候補物件の指定・登録に向けた検討 国・道・町指定文化財候補の検討と情報収集

埋蔵文化財の緊急発掘調査
町道改良工事に伴う緊急発掘調査ならびに、道
営畑総等農業関連事業に伴う事前協議や現地
調査を実施した。

世界遺産登録地域内の文化財保護
世界遺産管理計画にもとづき、世界遺産登録地
域内の文化財保護を実施する。

埋
蔵
文
化
財
セ

ン
タ
ー

の
拡
充

施設の改善や拡充
埋蔵文化財センターの将来計画と新たな収蔵施
設確保を検討した。

ウトロ地域遺跡群の調査
斜里町によるチャシコツ岬上遺跡の学術発掘調
査、北大によるチャシコツ岬下Ｂ遺跡学術発掘
調査を実施した。

ウトロ地域遺跡群の国指定史跡化
チャシコツ岬上遺跡の発掘調査を継続的に進
め、学術的価値の確認を進める。

旧役場庁舎（現図書館）の歴史的資産としての
保存と活用

図書館移転に向けて、管理方針の検討｡

その他の歴史的建造物の保存と活用
大正に建築された川端家住宅内の古文書や古
写真等の内容確認を一部実施した。

天然記念物指定鳥類や指定地域の調査
オオワシ・オジロワシの生態・分布に関する調査
を実施。天然記念物鳥類の事故の対応と原因調
査、保護対策検討。

保護監視体制の継続
天然記念物指定鳥類保護推進員制度による保
護体制の継続。環境省野生生物課との連携によ
り保護対策を継続した。

文
化
財
保
護
活
動
の
推
進

文
化
財
保
護
活
動
の
推
進

ウ
ト
ロ
遺
跡
群
の
国

指
定
史
跡
化
の
推
進

古
建
築
物
の
保
存
と
活
用

天
然
記
念
物
保
護
と
調
査
の
推
進

文
化
財
の
保
護
と
調
査
の
推
進
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点検評価 課題

朱円周堤墓群並びに来運１遺跡等の道指定史跡の
環境整備を実施した。道指定天然年記念物のエゾス
カシユリ群落の減少や海岸への車両侵入等による植
生被害を確認した。他の史跡や文化財についてはも
随時監視を実施。

越川橋梁の落石防止と劣化防止の対策の検討。朱
円周堤墓群の説明および誘導看板の更新と朱円竪
穴住居跡群の標柱整備と草刈り等環境整備の実施
が必要。道指定天然記念物斜里海岸草原群落の
エゾスカシユリの復活を目指した植生管理も必要。

チャシコツ崎遺跡群の史跡指定化のための予備的な
発掘調査を実施し、文化庁調査官の視察を受け、高
い評価をえた。

チャシコツ崎遺跡については、指定文化財史跡登
録に向けて、学術的価値の評価を確定するため調
査計画の延長が必要（当初計画3年を5年に）。川端
家古文書について調査が必要｡

5月～8月に発掘調査実施。9月～3月までに整理作
業・調査報告書作成を実施。

継続的に発生する道路工事などに伴う緊急発掘
や、増大する農業関連の大規模事業に伴う事前協
議・現地調査等へ対応による博物館の本来業務に
対する支障が大きい｡人的体制の整備が急務。

北海道教育委員会や環境省等との連携を視野に入
れた保護計画の策定が必要だが、検討には至らな
かった。

道教委・大学等との共同による調査体制確立と調査
予算の確保。環境省・文化庁・道教委・町教委とに
よる遺跡保護と利活用の方針検討が必要。

埋蔵文化財センターを中学校北校舎へ移転させるこ
とを基本とする計画を検討したが事業化実現には至
らなかった。

当面、現埋蔵文化財センターを使用し続けるために
一定程度の修繕が急務｡
新たな埋蔵文化財センターとして、中学校北校舎の
活用の具体化も急がれる｡

各学術調査は予定どおり実施された。 発掘資料の整理・報告、調査成果の公開。

文化庁調査官の現地指導も受けて、チャシコツ岬上
遺跡の調査を進めた。

指定史跡化する場合の範囲、国指定史跡の可能性
の有無を検討。

図書館移転後の管理について、町・教委としての方
針検討や町民からの意見聴取を行うまでの間、一定
の保存処置が必要との認識に至った｡

平成26年度末には、図書館が移転して無人となる
ため、雨漏り対策などの保存処置が必要｡
専門家の助言を受け、町・教委として今後の取り扱
い方針の検討が必要。

古文書類に関しては専門家の意見を伺いながら継続
的に整理し、建物も含めた今後の取り扱い方針を検
討することとした。

川端家とその古文書に関する専門家による調査。
その他、町内に残る古建築物の把握と保存優先度
の検討も必要。

オジロワシの死亡事故１件、傷病保護１件、オオワシ
の死亡事故２件が発生した。オジロワシの傷病につい
ては捕獲後、安全な場所で放鳥を実施した。
オジロワシの繁殖のモニタリングは、関係機関・団体と
の連携で継続することができた｡

事故個体に対する迅速な対応、救護収容体制の維
持。

保護推進関係団体と天然記念物指定鳥類保護に関
する情報交換を行った。

保護監視体制の継続と強化。
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８　図書館

目標 主要施策 事務事業名 事業の内容

図
書
館
建
設
の
推

進

図
書
館
建
設

新しい図書館の建設計画

新図書館建設検討委員会より提出された「意見書」
をもとに「斜里町立図書館のあり方」を作成し、図書
館協議会からの答申を受けた。さらに新斜里町立図
書館建設基本計画は、パブリックコメントを受けて策
定された。 建設基本計画及び町民からの意見を参
考として設計業務を終え、建設工事を開始した。

図書や資料の充実
出版された郷土資料を把握し、収集する。一般・児
童図書の購入を促進し、新しい図書の入れ替えを
推進する。

リクエスト対応の迅速化
所蔵していない図書については、相互貸借や購入
をおこない、利用者のリクエストに応える。

図
書
館
情
報
シ

ス
テ
ム
の
整
備

ホームページによる情報発信
ホームページを利用し、蔵書検索・新刊情報図書館
関係の催しなどを、最新情報として提供する。

地域文庫、学校・学級文庫の充実 地域文庫、学校・学級文庫の充実

子育て支援のための配本の実施
絵本クラブ（2週間に1回絵本3冊、未就学児対象）、
ブックスタート事業（9ヶ月健診の際に2冊の絵本を
贈与）の実施。

読み聞かせ等により、本への興味を広
げる活動

学校・保育園などで紙芝居や絵本のよみきかせを
実施したり、本の紹介を行い小さいころから本に興
味をもってもらう取り組みを行う。

読書案内、読書相談の実施
毎月ホームページやおじろ通信に新刊等の図書案
内を掲載する。館内展示や夏休みのお勧め本など
の紹介を行う。

町
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

と
の
協
働 ボランティア団体との協働による各種

行事の実施

＜H25年度＞
・古本市　　 　　　　　5月19日
・季節保育所お楽しみ会　7月31～8月2日
・としょかんまつり　　9月14日　　300名
・しゃりっこらんど　2月9日
･子ども芸術フェスティバルで読み聞かせ
　　2月18～23日

子ども読書活動推進計画の推進
斜里町子ども読者活動推進計画に基づき、子ども
の読書活動の支援・推進に努める。

図書館、学校、地域、家庭での読
書活動の充実

毎月、第4土曜、ボランティア団体と協働して、絵本
の読み聞かせを図書館で実施。また、学校や地域
等の各種行事に参加し、読書活動を行う。
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点検・評価 課題

検討委員会・図書館協議会・パブリックコメント等町
民からの意見を聞き、多くの意見を反映させた設計
を基に建設工事を実施している。

建設にあたっては、消費税・震災による労働単価の
変化等による建設費用面での高騰などによる影響
が懸念される。スケートリンクとの関連も合わせた除
雪体制、堆雪場所の確保や排雪を検討する必要が
ある。移植樹木については根付かせるための管理
や、成長にともなう過密化や建物への影響も課題で
ある。

予算の範囲内で必要な図書の購入及び除籍を
行った。

現行予算では本の更新が30年周期となってしまい、
常に新しい情報や書籍を町民に提供することがで
きない｡

相互貸借（253冊）や購入（295冊）により利用者の
要望に応え、迅速な対応を行っている。

より迅速な相互貸借や図書費の増額による図書の
購入により、幅広いリクエストの要望に応える必要が
ある。

毎月の定期的な更新と情報の提供を行った。

わかりやすく親しみやすいホームページの作成が
必要である。さらに、最新情報を発信し、速やかな
情報提供を行うためには、それら業務に対応可能
な人的余裕のある体制が必要である。

定期的に配本を実施し、文庫図書の充実に努め
た。

読書活動の充実を図るには、定期的な配本を継続
する必要がある。増加しつつある高齢者への配本
サービスの検討も必要。

ブックスタートの取り組みにより、乳幼児期から本に
親しむことができて来ている。それにより、絵本クラ
ブ配本の利用も安定している。

絵本クラブの会員数の増加を図り、多くの子供に本
に親しんでもらう。新図書館に向けた新たな活動を
検討して行く。

小学校３校、へき地保育園での読み聞かせを実
施。他にもイベントや小学校の社会科見学で図書
館を訪れた子供たちへ読み聞かせを行っている。

ボランティアを通じて、学校の保護者などの協力を
求めながら学校での読み聞かせを実施している。多
くの協力者を集め、効率の良い活動を展開したい。
一方、業務多忙な中、ボランティアの皆さんへ任せ
きりになることも多く、職員も積極的に関与すること
を可能とする体制づくりが必要。

例年並みの展示紹介などを行ったが、本館での貸
出が前年度より少なかった。（前年度比97％）

新図書館建設の検討に忙殺されて、奉仕活動へ十
分な時間を充てることができていない。新館完成ま
では新たな取組が展開できる体制ではない。

としょかん友の会と協働し、各種行事等を企画運営
している。　学校での読み聞かせ、保育園でも読み
聞かせを行い、子どもの読書推進への活動の協力
を受けている。また、H24年からグループホームや
特養など高齢者福祉施設での読み聞かせなども開
始し、幅が広がってきている。

多様な事業の企画運営を目指して研修の支援やボ
ランティア保険の助成を行い、としょかん友の会との
協働をさらに進める。
新図書館建設後の施設の活用やこれからの組織の
あり方についても検討していく。

ブックスタート・絵本クラブ・学校配本やボランティア
による読み聞かせを実施している。また、学校図書
担当職員と連携をとり、授業で使用する図書の貸出
や図書館での学校への支援や、図書スペースへの
環境整備など連携を図り、継続して連携体制づくり
を行っている。
　第一次計画の反省評価を行い、今後5年間の子ど
も読書推進に向けた計画の策定に取り組んできた。

計画に基づいた子どもの読書活動推進のため、各
主体ごとの方策を明らかにし、計画的に支援、推進
していく必要がある。

学校・地域・家庭等との横の連携を広く展開し、読
書活動に関する行事を企画・参加しながら読書に
興味を持ってもらう環境づくりに取り組むことができ
たとは言えない。

学校との連携については、連絡会議を設けるなど一
定の前進があったが、家庭や地域、及び、その他の
施設を含めた活動を展開する方策や、それを行う人
的資源について、方向性が見えていない。
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